令和５年度指導監査等の重点事項等（介護保険）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施日　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所・施設名　　　　　　　　　　　　　
	項　　　目
	確　認
	備　　考

	１　虐待防止及び身体拘束の防止
（１）虐待防止及び身体拘束廃止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について、従業者に周知徹底を図っているか。
（２）虐待防止及び身体拘束廃止のための指針を整備しているか。
（３）虐待防止及び身体拘束廃止のための研修を定期的に実施しているか。
（４）虐待防止のために、上記各項目の措置を適切に実施するための担当者を置いているか。（但し、虐待防止については令和6年3月31日まで、努力義務とする。）
２　介護報酬請求の適正化
（１）基準条例に定める人員が確保されているか。

（２）基準条例に定める設備が確保されているか。

（３）基準条例に定める運営について、適正に実施されているか。

（４）加算の届出に係る算定要件が充足されているか。また、減算の要件に抵触していないか。

３　介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算の適正な請求
（１）処遇改善計画が適正に作成され、職員に周知されているか。
（２）処遇改善計画等に従った、賃金改善、キャリアパス要件及び職場環境等の改善が実施されているか。
４　通所介護事業所における宿泊サービスに係る届出等の遵守並びにガイドラインの規定に基づいた人員、設備及び運営等の適正化
（１）宿泊サービスを実施しているか。
（２）届出を行っているか。
（３）ガイドラインの規定に基づいた設備、人員、運営が確保されているか。
（４）ガイドラインの規定に基づいた非常災害対策が行われているか。
５　感染症や防災対策の充実強化

（１）感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の徹底のために、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練の実施をしているか。（但し、介護保険施設の委員会の開催、指針の整備及び研修の実施を除き、令和6年3月31日までは努力義務とする。）
（２）業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練の実施をしているか。（但し、業務継続に向けた計画等は、令和6年3月31日までは努力義務とする。）
（３）防災計画等を作成するとともに、見える場所に設置しているか。

（４）浸水想定区域及び土砂災害警戒区域内の施設において、洪水時等における避難等に関する計画（避難確保計画）を作成し、所在市町村に提出し、訓練を実施しているか。

（５）災害時に備えたライフライン等の点検はなされているか。（短期入所生活介護、介護老人保健施設、介護医療院に限る）
ア　ライフライン等【停電、断水、ガスや通信等】が寸断された場合を想定した備蓄等（照明、防寒具、飲料水、バッテリー、食料等）を行っているか。
イ　非常用自家発電機はあるか。
　　（ｱ）非常用自家発電機がある場合
　　　　a  燃料の備蓄と緊急時の燃料確保策（２４時間営業のガソリンスタンド等の確認、非常用自家発電機の燃料供給に係る納入業者等との優先供給協定など）を講じているか。
b　定期的な検査とともに、緊急時に問題なく使用できるよう性能の把握及び訓練をしているか。
　　 (ｲ)非常用自家発電装置がない場合
　　　  a　医療配慮が必要な入所者（人工呼吸器・酸素療法・喀痰吸引等）の有無、協力病院との連携状況を踏まえ、非常用自家発電機の要否を検討しているか。
　　　　ｂ　医療的配慮が必要な入所者がいる場合、非常用自家発電機の導入（難しければ、レンタル等の代替措置）を検討しているか。

	適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
適・否
有・無
適・否
適・否
適・否
適・否

	１　該当サービス：
（虐待防止）全サービス
（身体拘束）特定施設入居者生活介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院
２　該当サービス：
全サービス
３　該当サービス：
訪問看護、訪問リハ、福祉用具貸与、特定福祉用具販売、居宅療養管理指導を除く全サービス
４　該当サービス：
通所介護
５（１）、（２）
該当サービス：
全サービス
５（３）該当サービス：
全サービス（訪問系サービス、福祉用具貸与、特定福祉用具販売を除く）
５（４）左記区域内に所在し、市町村が作成する地域防災計画に記載のある要配慮者利用施設（社会福祉施設等）
５（５）短期入所生活介護、介護老人保健施設、介護医療院に限る。
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